
Ⅰ 総括
１ 相談件数

件

年度

２ 契約者

※比率は、小数点以下第2位で四捨五入していますので、合計が100%にならない場合があります。（以下の表も同様）

　県および市町の消費生活相談窓口で平成26年度に受け付けた消費生活相談の概要を取りま
とめたものです。

平成２６年度の消費生活相談の状況

県内の消費生活相談窓口に寄せられた相談件数は、13,949件で、前年度に比べ108件、
0.8％増加し、２年連続の増加となりました。

相談の対象となった契約者は、年齢では60歳代の割合が16.1％と最も高く、性別では、
男女の割合がほぼ同率となっています。また、職業別では、給与生活者の割合が最も高
く、次いで無職者となっています。
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３ 商品・役務別

※１

※２

４ 販売購入形態別

５ 危害・危険

特殊販売（通信販売や電話勧誘販売など店舗以外の販売形態）に関する相談が、53.2％
と半数を占め、そのうち56.6％は通信販売によるものとなっています。

また、身体に危害を受けるおそれのある「危険」の相談についても71件と、前年度と比
べ52件減少しました。

インターネット通信サービスとは、光ファイバーやＡＤＳＬなどの接続回線、プロバイダ契約、レンタルサーバー
契約、検索サイトへの登録など、インターネット通信に関連したサービスを指し、携帯電話などのモバイル向けで
はないものをいいます。
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順位 順位

商品・役務別に見ると、アダルト情報サイトなどのインターネット上で得られる情報・
サービスである「デジタルコンテンツ」に関する相談が前年度に引き続き最も多く、
2,567件と全体の18.4％を占めています。

25年度 24年度 23年度

順位

平成26年度

８　↓ 自動車 243

順位 商品・役務名 件数

インターネット通信サービス　※2

工事・建築

賃貸住宅

健康食品

4 2 2

1 1 1

3 5 5

商品一般とは、商品・役務を特定できない、または特定する必要のないものをいいます。たとえば、商品券やプリ
ペイドカードに関する相談のほか、何に関する請求か不明な架空請求に関する相談などがこれに該当します。

順位変動が大きいのは「インターネット通信サービス」「健康食品」で、前者は前年度
の８位から４位に上がり、逆に後者は前年度の２位から７位へ下がっています。

商品や役務で身体に危害が及んだという「危害」の相談は131件で、化粧品の白斑被害
や冷凍食品の農薬混入事件が発生した前年度と比べ、15件減少しました。このうち、化粧
品や医療用具などの保健衛生品に関するものが28件、医療や美容エステなどの保健福祉
サービスに関するものが27件とそれぞれ多く、これに食料品と、家事用品などの住居品が
ともに19件で続いています。
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Ⅱ 平成26年度における特徴的な相談内容

１　高齢者の相談割合　２年連続30％超え！

件

年度

※

≪消費者へのアドバイス!!≫

・

・

ファンド型投資商品とは、運用者が一人または複数の者から資金を集め、運用し、そこから生じる収益の配当また
は財産について、出資者に配分を行ういわゆる資金運用型の投資商品を指します。

高齢者は、日中に在宅していることが多いため電話や訪問がしやすく、年金で定期的
な収入が見込まれることなどから、悪質業者から狙われやすくなっています。少しで
も業者の言動に不審な点を感じたら、きっぱりと勧誘を断りましょう。
高齢者に対しては、家族、地域などの見守りが非常に重要です。高齢者が被害にあっ
ているのでは？など、おかしいと感じることがあれば、家族の方や近所の方が声をか
けてください。

41 50 82.0% 67.6%
老人・福祉サービス 57 21 66.3% 65.6%

工事・建築 161 123 36.5% 30.8%
インターネット通信サービス 175 63 33.1% 24.0%

　高齢者（65歳以上）の相談件数は、「ファンド型投資商品」等の金融商品に関する相談
や、屋根・浄水器等の点検商法に関する相談が依然として多く、全体に占める高齢者の相
談割合は、２年連続で30％を超えて、高止まりしています。

H25H26
高齢者の割合

H25H26
相談件数商品・役務名

デジタルコンテンツ 410 235 16.0% 11.8%
商品一般（商品が特定できないもの） 450 319 46.9% 46.7%

高齢者の相談件数が多い主な商品・役務のうち、「健康食品」については悪質事業者の
摘発などにより前年度から482件も減少した一方で、「デジタルコンテンツ」が175件、商
品が特定できない架空請求などの「商品一般」が131件、「インターネット通信サービ
ス」が112件も増加しています。

ファンド型投資商品　※ 114 166 69.5% 73.8%
健康食品 150 632 56.8% 79.0%

公社債 76 55 66.7% 73.3%
修理サービス（屋根修理など） 92 84 44.0% 42.9%

株・未公開株

高齢者の占める割合が高い商品・役務は、「ファンド型投資商品」、「公社債」、「老
人・福祉サービス」、「株・未公開株」で、高齢者の割合がそれぞれ60％を超えていま
す。
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【高齢者の相談件数の推移】 
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相談件数 
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の相談件数の割合 

【高齢者の相談が多い主な商品・役務】 
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２　アダルト情報サイトのワンクリック請求　相談件数1,000件超える！

件

年度

件

※性別、年齢の不明な相談件数および企業・団体の相談件数は含んでいません。

　アダルト情報サイトのワンクリック請求に関する相談件数が２年連続して増加し、前年
度比40%増の1,265件となりました。

アダルト情報サイトのワンクリック請求については、20歳未満および40歳代から60歳代
までの男性の相談件数が多くなっています。また、20歳代から40歳代では、女性の割合が
４割前後となっています。

≪事例①・・・アダルト情報サイトのワンクリック請求で二次被害≫

スマートフォンにＳＮＳで友人から届いた写真をタップしたら、年齢確認の画面が出
た。「18歳以上」をタップすると、「登録完了。３日以内に10万円払ってください」と表
示された。退会したいとメールを出したが、「退会したければ３日以内に電話するよう
に」と何度もメールが届いた。どこかに相談しなければと思い、インターネットで検索し
た相談窓口に電話すると、「５万４千円で個人情報を削除してあげる」と言われた。信用
してもよいだろうか。（50歳代　男性からの相談）
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【アダルト情報サイトのワンクリック請求の、相談件数の推移】 
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≪消費者へのアドバイス!!≫

・

・

・

３　プロバイダ契約の相談急増　遠隔操作は５倍以上！

件

年度

遠隔操作に関する相談者の年齢構成をみると、若年層の割合は低く、40歳以上の割合が
高くなっています。

「登録完了」などと表示されても、契約内容の確認画面がなければ、契約は不成立ま
たは無効です。退会手続きは必要なく、業者へ連絡を取ると個人情報を伝えることに
なりますので、絶対に業者に連絡しないようにしましょう。
「トラブルを解決する」、「個人情報を削除する」などという探偵、ＮＰＯ団体、行
政書士などに対処を依頼する必要はありません。

バナー広告やメールに添付された写真などから、アダルト情報サイトにつながる場合
もあります。不用意に「はい」をクリックしないようにしましょう。

「インターネット通信サービス」の１つである、プロバイダ契約の相談件数が前年度か
ら228件も増加しました。その中でも特に、遠隔操作に関する相談件数が、前年度の36件
から205件へと、５倍以上も増加しました。
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【プロバイダ契約の相談件数】 
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≪消費者へのアドバイス!!≫

・

・

４　その他の特徴等

◇ 学生のマルチ商法

件

年度

≪消費者へのアドバイス!!≫

・

・

大学の友人からＳＮＳで「月100万円稼げるバイトがある」と誘われ、喫茶店でビジネ
ス運営会社の社員と会った。社員から「ネットを使ったビジネスをしているが、詳細はセ
ミナーで説明する。人を紹介すれば一人あたり10万円の紹介料がもらえる」と言われ、興
味本位で「やってみたい」と言うと、「セミナーに参加するには、75万円が必要」と言わ
れた。社員に消費者金融に連れて行かれ、バイト先の正社員だと偽るよう指示されて消費
者金融から金を借りた。帰宅後、調べるとマルチ商法の会社だとわかり辞めたくなった。
返金してほしい。（20歳代　男性からの相談）

≪事例③・・・友人からＳＮＳで誘われたビジネス講習会≫

友人からの誘いでも必要がなければきっぱり断りましょう。自身がさらに別の友人を
勧誘することで、人間関係が壊れるおそれもあります。

　かつて相談の多かった学生のマルチ商法に関する相談が、再び増加しています。

業者の指示に従い借金をすると、多重債務に陥る危険性もあります。

大手通信事業者を名乗って電話があり、「プロバイダ料金が今より千円以上安くなる」
と言われた。遠隔操作を了承し、翌日プロバイダを変更した。しかし、後日書面が届き、
大手通信事業者とは関係のない業者だとわかった。さらにその後、別の事業者からも書面
が届き、契約した覚えのないオプションサービスにも契約させられているとわかった。オ
プションサービスの料金を加えると、料金は安くなるどころか高額になる。業者のネット
での評判も悪く、電話で聞いた話と違うので解約したい。（40歳代　男性からの相談）

電話勧誘であっても、法律上、プロバイダ等の電気通信契約にはクーリング・オフの
適用はありませんので、慎重に判断してください。

契約する前に、契約先、サービス内容、料金がいくら安くなるかをしっかり確認し、
「料金が安くなる」という言葉を鵜吞みにしないようにしましょう。

≪事例②・・・遠隔操作によるプロバイダ契約≫
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【学生のマルチ商法の相談件数の推移】 
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◇ 架空請求

件

年度

≪消費者へのアドバイス!!≫

・

◇ 戸建住宅の工事・建築と修理サービス

件

年度

前年度に比べ、架空請求の相談件数が２倍近く増加しています。このうち、全体の６割
を占める「サイト料金の架空請求」が1.6倍に、商品名等が書かれていないなど内容を特
定できない架空請求（8割がハガキによるもの）は2.6倍となっています。

　戸建住宅の「工事・建築」と「修理サービス」の相談件数が増加してきています。

架空請求の文書等に「期限までに連絡するように」、「訴訟を起こす」、「財産を差
し押さえる」などと書かれてあっても、身に覚えがなければ絶対に相手に連絡しては
いけません。

　女性から「お宅の屋根が傷んでいたので無料で点検に行く」と電話が入り、「火災保険
を使えば無料で修理できる」と言われ承諾した。男性２人が訪問し、屋根に上がった後に
写真を見せられ「瓦が浮いているので、放っておくと雨もりする」と言われた。契約書は
交わしていないが、契約になっていないだろうか。（80歳代　男性からの相談）

≪事例④・・・火災保険を使った屋根修理≫

H22 H23 H24 H25 H26

サイト料金の架空請求 244 236 557 459 742

商品一般の架空請求 76 20 47 163 424

その他の架空請求 32 32 55 63 88
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【架空請求の相談件数の推移】 
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【戸建住宅の工事・建築と修理サービスの相談件数の推移】 
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≪消費者へのアドバイス!!≫

・

・

◇ 劇場型勧誘

件 百万円

年度

≪事例⑤・・・劇場型勧誘による社債購入≫

≪消費者へのアドバイス!!≫

・

☆上記相談件数のデータは、すべて契約当事者についてのものです。

契約する場合は、他の業者からも見積書を取り、よく比較・検討しましょう。

ある日、「社債の申込書類が届いていないか」とＡ社から電話があった。話を聞くと
「社債を発行するＢ社が、画期的な太陽光発電技術を開発した。Ｂ社の社長の出身市に住
む50名限定で社債を販売するので、その市に住むあなたに書類が届くかもしれない。値上
がりは確実なので、代わりに購入してくれたら３倍の金額で買い取る」と言われた。数日
後、実際に書類が届き、Ｂ社に500万円で申し込み、現金で支払った。その直後、Ａ社と
連絡が取れなくなった。（40歳代　女性からの相談）

業者の話術は巧みです。「パンフレットが届いていないか」、「代わりに申し込ん
で」などと電話があっても相手にせず、すぐに電話を切りましょう。

業者や公的機関、弁護士を名乗る者など、複数の人物が登場し、言葉巧みに消費者から
高額なお金を巻き上げる「劇場型勧誘」の相談については、相談件数は増加傾向にあるも
のの、被害件数と被害金額の合計は減少しています。

「無料で点検します」、「保険で修理できます」などと言われても、安易に業者を家
の中に入れないようにしましょう。

 

「困ったな」 「変だな」 

と思ったら １人で悩まず  
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【劇場型勧誘の相談件数・被害件数・被害金額の推移】 
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相談件数 
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（右目盛り） 

１８８ （いやや！）         
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資料

1 相談受付状況

　　相　談　件　数 相談件数中の特殊販売件数

(内苦情件数) 苦情の割合 (内苦情件数) 苦情の割合

13,949 89.4% 7,418 97.4% 53.2%

(12,465) (7,225)

13,841 87.0% 7,152 96.7% 51.7%

(12,038) (6,914)

対 108 266

前 (427) ＿ (311) ＿ ＿

年 100.8% 103.7%

度 (103.5%) (104.5%)

　◆

　　　

  ◆

　　

件数 相談件数の推移

本相談件数は、県内21の相談窓口において受け付けた一般消費者、団体、市町等の行
政機関などからの苦情、問合せ、要望件数をとりまとめたものです。

特殊販売とは、「訪問販売、通信販売、電話勧誘販売、マルチ取引、ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ･ｵﾌﾟｼｮ
ﾝ、訪問購入、その他無店舗」で、通常の店舗以外の販売形態です。

平成26年度

相談件数中の
特殊販売の

割　合

比率

平成26年度消費生活相談受付状況

滋 賀 県 総 合 政 策 部 県 民 活 動 生 活 課

滋 賀 県 消 費 生 活 セ ン タ ー

平成25年度

増減

平成

17年

度

平成

18年

度

平成

19年

度

平成

20年

度

平成

21年

度

平成

22年

度

平成

23年

度

平成

24年

度

平成

25年

度

平成

26年

度

相談件数 20,342 18,120 15,898 13,794 14,054 12,941 12,542 12,121 13,841 13,949

うち苦情件数 18,188 15,877 13,979 11,876 11,965 10,777 10,728 10,114 12,038 12,465

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

相談件数

うち苦情件数

平成

17年

度

平成

18年

度

平成

19年

度

平成

20年

度

平成

21年

度

平成

22年

度

平成

23年

度

平成

24年

度

平成

25年

度

平成

26年

度

相談件数 20,342 18,120 15,898 13,794 14,054 12,941 12,542 12,121 13,841 13,949

うち苦情件数 18,188 15,877 13,979 11,876 11,965 10,777 10,728 10,114 12,038 12,465

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

相談件数

うち苦情件数
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県・市町別消費生活相談受付比率の推移

◆ 市町における消費生活相談体制の充実とともに、身近な相談窓口である
市町の消費生活相談窓口の相談受付割合が増加しています。

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

県 53% 50% 48% 43% 42% 37% 34% 34% 33% 32%

市町 47% 50% 52% 57% 58% 63% 66% 66% 67% 68%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
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（１）契約当事者性別・年齢別相談件数

    性別

26年度 25年度 26年度 25年度 26年度 25年度 26年度 25年度

年齢別 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

２０歳未満 284 4.3% 281 4.4% 165 2.4% 146 2.2% 5 0.9% 5 0.8% 454 3.3% 432 3.1%

２０歳代 523 7.9% 493 7.7% 534 7.9% 464 6.8% 1 0.2% 3 0.5% 1,058 7.6% 960 6.9%

３０歳代 812 12.3% 796 12.4% 836 12.4% 885 13.0% 1 0.2% 2 0.3% 1,649 11.8% 1,683 12.2%

４０歳代 1,007 15.2% 1,003 15.6% 1,123 16.6% 1,030 15.2% 3 0.5% 3 0.5% 2,133 15.3% 2,036 14.7%

５０歳代 905 13.7% 835 13.0% 889 13.2% 749 11.0% 4 0.7% 1 0.2% 1,798 12.9% 1,585 11.5%

６０歳代 1,209 18.3% 1,087 16.9% 1,025 15.2% 1,011 14.9% 7 1.2% 3 0.5% 2,241 16.1% 2,101 15.2%

７０歳以上 1,340 20.2% 1,355 21.1% 1,698 25.1% 1,995 29.4% 4 0.7% 10 1.6% 3,042 21.8% 3,360 24.3%

不　明 544 8.2% 587 9.1% 484 7.2% 510 7.5% 265 46.4% 325 52.9% 1,293 9.3% 1,422 10.3%

団　体 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 281 49.2% 262 42.7% 281 2.0% 262 1.9%

　　計 6,624 100.0% 6,437 100.0% 6,754 100.0% 6,790 100.0% 571 100.0% 614 100.0% 13,949 100.0% 13,841 100.0%

（２）相談者性別・年齢別相談件数

　　性別

26年度 25年度 26年度 25年度 26年度 25年度 26年度 25年度

年齢別 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

２０歳未満 60 1.0% 54 0.9% 71 1.0% 55 0.7% 0 0.0% 1 0.1% 131 0.9% 110 0.8%

２０歳代 379 6.3% 346 6.0% 437 6.0% 399 5.4% 0 0.0% 0 0.0% 816 5.8% 745 5.4%

３０歳代 754 12.5% 677 11.7% 949 13.0% 1,045 14.2% 0 0.0% 0 0.0% 1,703 12.2% 1,722 12.4%

４０歳代 1,003 16.7% 1,042 18.0% 1,481 20.3% 1,400 19.0% 0 0.0% 0 0.0% 2,484 17.8% 2,442 17.6%

５０歳代 981 16.3% 942 16.3% 1,239 17.0% 1,160 15.7% 1 0.2% 0 0.0% 2,221 15.9% 2,102 15.2%

６０歳代 1,252 20.8% 1,143 19.8% 1,243 17.0% 1,229 16.7% 1 0.2% 0 0.0% 2,496 17.9% 2,372 17.1%

７０歳以上 1,203 20.0% 1,191 20.6% 1,446 19.8% 1,616 21.9% 0 0.0% 1 0.1% 2,649 19.0% 2,808 20.3%

不　明 390 6.5% 385 6.7% 439 6.0% 473 6.4% 15 2.4% 25 3.7% 844 6.1% 883 6.4%

団　体 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 605 97.3% 657 96.1% 605 4.3% 657 4.7%

　　計 6,022 100.0% 5,780 100.0% 7,305 100.0% 7,377 100.0% 622 100.0% 684 100.0% 13,949 100.0% 13,841 100.0%

（３）職業別相談件数

26年度 25年度 26年度 25年度

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

給与生活者 4,811 34.5% 4,513 32.6% 5,066 36.3% 4,817 34.8%

無職 4,075 29.2% 4,220 30.5% 3,561 25.5% 3,567 25.8%

家事従事者 1,980 14.2% 2,174 15.7% 2,552 18.3% 2,805 20.3%

自営・自由業 745 5.3% 740 5.3% 814 5.8% 797 5.8%

学生 596 4.3% 550 4.0% 236 1.7% 189 1.4%

行政機関・相談窓口 24 0.2% 17 0.1% 224 1.6% 258 1.9%

団体・不明 1,718 12.3% 1,627 11.8% 1,496 10.8% 1,408 10.2%

計 13,949 100.0% 13,841 100.0% 13,949 100.0% 13,841 100.0%

　　◆構成比の比率は、小数点第2位を四捨五入していますので、合計が100%にならない場合があります。

職業別

団体・不明 計

区分 契約当事者 相談者

男 女

2　契約当事者・相談者の属性

男 女 団体・不明 計
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（１）商品別（商品・役務・他の相談）相談件数

相談件数 ％ 相談件数 ％

商品一般 架空請求、商品が特定できないもの 959 6.9 683 4.9

食料品 健康食品、魚介類、飲料、野菜類、肉類 585 4.2 1308 9.5

商 住居品 布団、浄水器、冷暖房機器 474 3.4 579 4.2

光熱水品 プロパンガス、電気、水道水、ガソリン 132 0.9 127 0.9

被服品 アクセサリー、婦人洋服、和服、かばん 447 3.2 471 3.4

保健衛生品 化粧品、医療用具、医薬品、理美容用具 277 2.0 303 2.2

教養娯楽品 新聞、電話機類、書籍印刷物、パソコン 942 6.8 952 6.9

品 車両・乗り物 自動車、オートバイ、自動車用品 299 2.1 325 2.3

土地･建物･設備 電気温水器、分譲マンション、戸建住宅 469 3.4 540 3.9

他の商品 農機具、貴金属 38 0.3 48 0.3

　商　　品　　計 4,622 33.2 5,336 38.5

クリーニング クリーニング 69 0.5 54 0.4

ﾚﾝﾀﾙ･ﾘｰｽ・貸借 賃貸アパート、リースサービス 502 3.6 488 3.5

役 工事･建築･加工 新築工事、屋根工事、増改築工事、塗装工事 458 3.3 408 2.9

修 理・補 修 修理サービス、車検サービス 229 1.6 212 1.5

管 理・保 管 マンション管理、管理保管サービス、パーキング 20 0.1 31 0.2

役務一般 複合サービス会員 87 0.6 37 0.3

金融・保険ｻｰﾋﾞｽ
フリーローン・サラ金､生命保険、未公開株、ファンド型投
資商品、公社債 1,423 10.2 1,531 11.1

運輸・通信ｻｰﾋﾞｽ デジタルコンテンツ、インターネット通信サービス 3,619 25.9 2,835 20.5

教育サービス 学習塾、家庭教師 64 0.5 73 0.5

教養・娯楽ｻｰﾋﾞｽ 教室・講座、海外宝くじ、コンサート 342 2.5 335 2.4

保健・福祉ｻｰﾋﾞｽ 医療、エステ、害虫駆除、パーマ 549 3.9 549 4.0

務 他の役務
冠婚葬祭互助会、結婚相手紹介サービス､広告代理サービ
ス、外食 686 4.9 483 3.5

内職･副業 パチンコ関連内職､パソコン内職､配送内職 42 0.3 47 0.3

他の行政ｻｰﾋﾞｽ アンケート調査等 111 0.8 137 1.0

　役　　務　　計 8,201 58.7 7,220 52.1

個人間借金、相続、婚姻、交通事故等消費者問題以外の相
談 1,126 8.1 1,285 9.3

　総　　件　　数 13,949 100 13,841 100

　　　◆相談件数の比率は、小数点第2位を四捨五入していますので、合計が100%にならない場合があります。

平成26年度 平成25年度

 3 　商品別の相談受付件数

　　他の相談

　代表的な商品・サービスの例　　商品項目
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（２）商品・役務別　相談の年度推移

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

商　品 7,338 8,290 6,045 4,570 4,960 4,028 3,909 4,003 5,336 4,622

役　務 9,967 8,115 8,950 8,270 8,088 7,839 7,531 6,955 7,220 8,201

他の相談 685 878 903 954 1,006 1,074 1,102 1,163 1,285 1,126

合　計 17,990 17,283 15,898 13,794 14,054 12,941 12,542 12,121 13,841 13,949

（３）相談件数の上位２０品目

順位 件　数 順位 件　数

1 デジタルコンテンツ 2,567 1 デジタルコンテンツ 1,998

2 商品一般 959 2 健康食品 800

3 フリーローン・サラ金 554 3 商品一般 683

4 インターネット通信サービス 529 4 フリーローン・サラ金 575

5 工事・建築 441 5 工事・建築 399

6 賃貸住宅 379 6 賃貸住宅 358

7 健康食品 264 7 自動車 264

8 自動車 243 8 インターネット通信サービス 262

9 修理サービス 209 9 ファンド型投資商品 225

10 空調・冷暖房・給湯設備 173 10 移動通信サービス 199

11 放送サービス 170 11 修理サービス 196

12 医療 169 12 空調・冷暖房・給湯設備 188

13 ファンド型投資商品 164 13 医療 181

14 移動通信サービス 161 14 新聞 177

14 新聞 161 15 放送サービス 172

16 冠婚葬祭 160 16 調理食品 146

17 電話機・電話機用品 146 17 相続 138

18 相続 131 18 行政サービス 137

19 教室・講座 126 19 電話機・電話機用品 135

20 公社債 114 20 化粧品 125

平 成 26 年 度

商品・役務名

平 成 25 年 度

商品・役務名
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40%

60%

80%

100%
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商品

-資料P5-



　分　類　項　目 相談件数 b  　b/a　％ 相談件数 b  　b/a　％ 

契 約 ・ 解 約 9,018 64.7 8,271 59.8

販 売 方 法 6,596 47.3 6,517 47.1

価 格 ・ 料 金 1,938 13.9 1,904 13.8

接 客 対 応 1,761 12.6 1,904 13.8

品質・機能、役務品質 1,457 10.5 1,555 11.2

法 規 ・ 基 準 732 5.3 837 6.0

表 示 ・ 広 告 785 5.6 825 6.0

安 全 ・ 衛 生 434 3.1 518 3.7

買 物 相 談 90 0.6 141 1.0

生 活 知 識 36 0.3 39 0.3

施 設 ・ 設 備 26 0.2 32 0.2

計 量 ・ 量 目 18 0.1 28 0.2

包 装 ・ 容 器 10 0.1 19 0.1

そ の 他 147 1.1 136 1.0

受付総件数  a 13,935 － 13,841 －

　※１件の相談で複数項目に該当するものあり

4  内容別分類相談件数

平 成 26 年 度 平 成 25 年 度

0
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％ ％

通信販売 4,202 30.1 3,663 26.5

店舗購入 3,096 22.2 3,239 23.4

電話勧誘販売 1,501 10.8 1,672 12.1

訪問販売 1,287 9.2 1,336 9.7

マルチ取引 146 1.0 106 0.8

その他無店舗 130 0.9 126 0.9

訪問購入　 105 0.8 133 1.0

ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ･ｵﾌﾟｼｮﾝ 47 0.3 116 0.8

不明・無関係 3,435 24.6 3,450 24.9

13,949 100 13,841 100

◆

  

順位

1 2,486 148 369 41

2 240 131 129 19

3 81 102 121 12

4 58 95 97 10

5 47 78 91 8

件数 件数 件数 件数

327 26 8 2

２０歳代 433 67 28 46

３０歳代 611 107 84 18

４０歳代 827 152 140 13

５０歳代 648 133 172 23

６０歳代 607 219 290 15

492 447 631 23

257 136 148 6

4,202 1,287 1,501 146計

工事・建築

デジタルコンテ
ンツ(233)

構成比の比率は、小数点第2位を四捨五入していますので、合計が100%にならない場合
があります。

健康食品(10)

インターネット通
信サービス(71)

インターネット通
信サービス(60)

放送サービス(15)
インターネット通
信サービス(12)

健康食品

健康食品(6)

デジタルコンテ
ンツ(197)

無回答

新聞(37)

浄水器(5)
健康食品(2)
化粧品(2)
ファンド型投資商品(2)

　※「主な商品・役務」欄の記載は、最も相談の多い「商品・役務」名と相談件数を（ ）書きしたものです。

インターネット通
信サービス(35)

空調・冷暖房・
給湯設備(26)

インターネット通
信サービス(85)

７０歳以上

デジタルコンテ
ンツ(378)

空調・冷暖房・
給湯設備(15)

デジタルコンテ
ンツ(364)

デジタルコンテ
ンツ(518)

デジタルコンテ
ンツ(426)

学習用教材(2)

空調・冷暖房・
給湯設備(18)

工事・建築(57)
インターネット通
信サービス(86)

マルチ取引

パソコンソフト

商品一般(1)
化粧品(1)２０歳未満

デジタルコンテ
ンツ(280)

（３）特殊販売のうち主な販売購入形態別・契約当事者年齢別件数

※
主な商品・役務

健康食品

化粧品

健康食品(5)

放送サービス(18)

健康食品(14)

5　販売購入形態別相談件数

健康食品

デジタルコン
テンツ

販売形態 平成26年度

新聞

通信販売

（２）特殊販売のうち主な販売購入形態別上位５品目

計

商品一般

（１）販売購入形態別相談件数

相談件数相談件数

平成25年度

マルチ取引訪問販売 電話勧誘販売

商品一般

インターネット通信
サービス

電話勧誘販売

靴

年齢 ※
主な商品・役務

※
主な商品・役務

通信販売

浄水器公社債

※
主な商品・役務

訪問販売

飲料、
医療用具修理サービス

放送サービス

ファンド型投資
商品 商品一般

空調・冷暖房・
給湯設備
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6 危害・危険に関する相談件数 

商品項目

商品一般 1 1 0 0

食料品 19 46 13 68

住居品 19 19 17 22

光熱水品 1 0 1 0

被服品 3 3 0 2

保健衛生品 28 32 2 1

教養娯楽品 9 3 6 4

車両・乗り物 0 2 16 14

土地・建物・設備 7 3 7 4

他の商品 1 0 0 1

レンタル・リース・賃借 2 1 0 1

工事・建築・加工 2 3 0 1

修理・補修 1 0 4 3

教養･娯楽サービス 3 2 0 0

保健･福祉サービス 27 28 3 1

他の役務 8 3 2 1

計 131 146 71 123

※　

危　険 ： 危害を受けたわけではないが、そのおそれがある相談

平成26年度 平成26年度平成25年度 平成25年度

危　　害　 危　　険　

危　害 ： 商品・役務・設備に関連して、身体にけが、病気等の疾病（危害）を

　　　　　受けたという相談
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